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ＴＰＰの経済効果と期待 
～公正で持続可能な発展とディーセント・ワークの実現に向けて～ 
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＊ディーセント・ワーク（Decent Work）： 働きがいのある人間らしい仕事（1999年ＩＬＯ総会・ソマビア事務局長報告より） 
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１．ＦＴＡ／ＥＰＡに対する連合の基本的考え方 （2010.10確認） 

・ ＧＡＴＴ・ＷＴＯ体制を基本としながらも、ＦＴＡ／ＥＰＡの動向に適切
に対応する必要がある。 

・ わが国のＦＴＡ／ＥＰＡの内容は品目ベースの自由化率90％以下、
米国・中国・韓国・ＥＵとは未締結。 

→包括的経済連携の推進と国内制度改革や国内対策を一体的に
推進することが求められている。 

・ 一方で、グローバル化の負の側面の克服に向けて、ＩＬＯ中核的労
働基準の遵守条項と環境条項を協定に組み込む必要がある。 

・  「人の移動」については、十分な留意と慎重な対応が求められる。 

→わが国は交渉に早期に参画し、質の高い経済連携のルール作り
についてリーダーシップを発揮することが重要である。 
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２．ＴＰＰ交渉に対する連合の基本的考え方 （2011.12確認） 

・ わが国経済を持続的、安定的な成長軌道に乗せ、雇用の創出・維
持をはかる上で、経済連携は重要な政策のひとつである。 

・ 他国との競争条件の格差を解消するためにも、政府は早急に質
の高い経済連携を推進すべきである。 

・ わが国政府は、ＴＰＰ交渉に参加し、公平かつ公正なルール作りに
積極的に参画する必要がある。 

・ 一方、ＴＰＰ参加に係る懸念については、その解消に向けた国益に
資する協議および適切な国内対策を推進しなければならない。 

・ あわせて、政府は、国民への適切な情報開示と、国民的な合意形
成に向けた丁寧な対応を行い、わが国としてのＴＰＰ参加に関する
最終決定を行うための環境整備をはかる必要がある。 
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２．ＴＰＰ交渉に対する連合の基本的考え方 （2011.12確認） 

○重点課題 

・  中核的労働基準の遵守条項および環境条項の反映 
・  安易な人の移動の制限 
・  強い農業の構築など適切な国内対策の推進 
 

○ＴＰＰ参加に係る懸念事項 

・  人（自然人）の移動  
・  食料・農林水産分野  
・  食の安心・安全 
・  医療（国民皆保険など） 
・  金融（共済など） 
・  投資（ＩＳＤＳ条項） 
・  政府調達部門 
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３．ＴＰＰ交渉に対する連合の取り組み （2013.6確認） 

 

○国内での対応 

・ ＴＰＰの交渉状況や交渉参加国との事前協議内容、国内における
議論内容を注視し、国民生活に影響を及ぼす懸念事項とその対
策に関する精査を行う。 

・ 政府に対し、懸念される課題に対する適切な対応・国民的合意形
成に向けた丁寧な対応を求めるため、必要に応じて政府・政党等
への要請や政策協議などを実施する。 

・  関係諸団体と連携強化をはかり、的確な情報収集を行う。 

○国際労働運動を通じた対応 

・ 参加国労組共同宣言への署名、国際労働組合総連合（ＩＴＵＣ）の
キャンペーンへの参加 

・  ＴＰＰ参加国のナショナルセンターなど多様な関係先との連携強化 
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４．大筋合意（2015.10）及び署名（2016.2）に対する連合の受け止め 

○大筋合意（2015.10）に対して 

・ 連合が求めてきたＩＬＯ中核的労働基準の遵守が協定に盛り込ま
れたことは評価できる。 

・ しかし、合意内容の詳細は明らかにされておらず、ＴＰＰ交渉の各
分野における懸念も払拭されていない。 

・ 政府は、合意内容の詳細について、早急に国民に情報開示すると
ともに、国民的合意形成に向けた丁寧な対応を行うべきである。 

・ わが国経済や国民生活への影響について的確な分析・試算を行
うとともに、万全の国内対策を講じる必要がある。 
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４．大筋合意（2015.10）及び署名（2016.2）に対する連合の受け止め 

○署名（＝協定文の確定、2016.2）に対して 

・ 協定内容についての国民への理解や、影響に関する不安・懸念
の払拭に向けた政府の取り組みは不十分である。 

・ 政府は、国会において、協定内容はもとより、その解釈などの詳
細を明らかにするとともに、国民への丁寧な説明を尽くすなど、説
明責任を果たすべきである。 

・ 2016年秋を目途に取りまとめる農林水産業の成長戦略や産業政
策などに、食料・農林水産分野、食の安全・安心など重要事項に
関する十分な対策を盛り込むことが求められる。 

・ ＴＰＰ協定の経済効果分析（2015年12月発表）について、第三者機
関による検証などを通じて、内容の妥当性などをさらに精査する
必要がある。 
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５．「ＴＰＰを活かす」－連合としての取り組み課題 

○わが国の持続的成長と雇用創出 

・  労働者保護ルールの堅持・強化 

    －未批准2条約（第105号：強制労働廃止、第111号：差別待遇（雇用・職業））の
早期批准など 

・  中小企業・小規模事業者に対する支援強化や体制整備 

    －資金、技術、特許、人材、受発注等についてワンストップの支援を行える体制
の整備・充実など 

・ サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配に資する
公正・適正な取引関係の確立 

・ 農山漁村の地域資源を活かした6次産業化の推進による農林水
産業の成長産業化、地域経済の活性化 
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５．「ＴＰＰを活かす」－連合としての取り組み課題 

○アジア太平洋地域における公正で持続可能な発展とディーセント・
ワークの実現 

・ 中核的労働基準の遵守条項・環境条項についてのモニタリング
および実効性の確保 

・  貿易とサプライチェーン全体を通じたディーセント・ワークの確保 

     － 「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」、ＩＬＯ「多国籍企業及び社会政策に関す
る原則の三者宣言」、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく
多国籍企業の社会的責任への理解促進と実践 
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＊経団連「企業行動憲章」 原則8 

事業活動のグローバル化に対応し、各国・地域の法律の遵守、人権を含む
各種の国際規範の尊重はもとより、文化や慣習、ステークホルダーの関心に
配慮した経営を行い、当該国・地域の経済社会の発展に貢献する。 


